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前書きならびに要旨

過去10年間、世界における東南アジアの経済および地政学的な存在感は劇
的に拡大した。その2.5兆ドルの経済は、世界の成長にとって珍しく明るい 

材料である。1 また、ますます統合が進む東南アジア諸国連合（ASEAN）
は、自身の運命を自ら操る（この場合、アジア太平洋地域で浮上する地域安
全保障構造の政策課題）珍しい地域政治機構の例である。2 しかしながら
同地域は、禁制品の不正取引や気候変動による異常気象まで、多国間にま
たがる広範な脅威を分かち合う共同体としても発展してきた。3 また、重量
ベースで世界の商品輸送の半分以上、世界の海上交通量の3分の1が、ペル
シャ湾やインド洋から北東アジアの経済大国へ移動する際に通過するこの
地域の生命線ともいうべき海上交通路は、ますます重要性を増してきた。4 

世界では、東南アジアへの関与が高まるにつれて生じる機会や同地域が直
面する課題が注目を集めている。世界中の政府や多国籍企業は、個々の国
とは二国間関係を通して、多国間とはASEANを通して同地域への働きかけ
を強めている。東南アジア諸国は、この世界的な関心を経済面および戦略
的な理由で心から歓迎している。 

地域の将来性はあるものの、経済的にはシンガポールとブルネイを除くとす
べての国は発展途上国であり、その発展の軌跡を継続するために、外国か
らの投資を切実に必要としている。最も重要なことは、同地域が経済成長
の制約となり、不公平を固定化する数兆ドルのインフラストラクチャギャッ
プに直面していることである。5 民族資本や国際的な開発銀行による取り組
みでさえもこの規模の需要を満たすことはできず、この地域がその潜在力を
発揮するには経済大国の投資が必要である。 
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戦略的には、東南アジア諸国は同地域のパートナーシップを多様化するた
めに、多くの域外諸国の関与を歓迎している。小規模な軍事・経済力を有
する中小国の集合体として、広範にわたる諸国との強力なパートナーシッ
プによって、単一の大国による同地域の支配を避けることができる。要する
に、この地域には力の均衡、あるいはインドネシアで言うところの、「動的 

平衡」がある方が好ましい。

地域の問題への国際的な関与は歓迎され、奨励される一方、当然のことな
がら、東南アジア諸国では自国に有利な条件での関与が求められる。外国
からの投資または域外の国との安全保障上の協力に関して国の意思決定
を行う諸国にとって、これら弱小国はしばしば、域外の強国に比べて弱い立
場にあることを悟る羽目になる。しかしながら、連合体としてのASEANは、
各国が持つ力以上の力を発揮する基盤となる。それは、特定の問題を各国
独自の問題ではなくASEANの問題と捉えることで、諸外国に対してより強力
な影響力を持ち得るからである。素晴らしいことに、それなりの欠点はある
ものの、この地域ブロックは、同地域におけるアジア太平洋地域主義の原動
力としての立場を維持し続けており、諸外国はよく「ASEANの中心性」の 

重要性への言及を繰り返している。6

本報告書には、アメリカ進歩センターによって最近開催された、米国、 

日本および中国3か国の東南アジア専門家による対話から見えてきた知見 

が概述してある。米国、日本および中国の東南アジアに対する関与の現状
を明らかにし、東南アジアのパートナーに対して米国-日本-中国が課題を 

共有し、協力して当たることが可能な4つの分野を提示している。
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プロジェクト概要

アジア太平洋に位置する世界で最も影響力のある3つの経済大国として、 

米国、日本および中国が東南アジアにおいて最も重要で活動的な域外大国
であることは驚くにあたらない。マクロ的には、3か国すべては東南アジアに
おいて広範にわたる共通の利益を有している。それは、繁栄し、安定的で、
結びつきの強い東南アジア諸国連合が中国、日本、米国を含む全アジア 

太平洋地域の活力的な経済にとって好ましいとする立場である。 

残念なことに、このような共通の利益があるにもかかわらず、日中および米
中間の競争によって、この地域に対するそれらの国のアプローチが左右され
るようになってきた。各国はかつてないほどより深く同地域の問題に関わる
ようになった一方、これら3か国間では東南アジアにおける政策や活動に関
する対話が異様に少なくなっている。この傾向は全当事者にとって不幸なこ
とである。東南アジアを含め、ほぼ確実に共通の利益となる領域における
機会があるのにそれを見逃してしまっている。

このギャップを埋め、相互理解を深めるきっかけとして、アメリカ進歩センター
（CAP）は、笹川平和財団および中国現代国際関係研究院（CICIR）との 

連携により、2016年12月12～13日に東京において3か国の匿名による対話を
開催した。この取り組みは、CAPおよびCICIRによって行われた米国-中国-

東南アジア関係に関する2年間の集中プロジェクトに続くものであった。 

そのプロジェクトでは、同地域の国際関係を考慮したとき、日本の東南アジ
アにおける役割が米国または中国の役割同様重要であることが明らかにな
った。7
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2日間にわたる対話の中で、各国からのワークショップ参加者は、東南アジ
アにおける政治および経済発展に関する展望を共有し、東南アジアにおけ
る国益およびその他の国の国益に関する前提条件を議論し、東南アジア諸
国が地域外の諸国による地域問題への関与に期待することについての視点
を共有した。議論を通じて参加者は、米国-日本-中国の東南アジアにおける
関与の中で競争要素を超えた側面を見つめ、3か国の国益が交わる領域、
政策調整や協力が現実的に行える分野を特定しようとした。
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東南アジアにおける米国、 
日本および中国: 
政策および活動

東南アジアにおいて長期にわたり深く関与してきた歴史があるため、米国、
中国、日本の専門家が他の国の同地域への関与をどう見ているかを確認す
るセッションでワークショップが開始した。この点に関しては、それぞれ国の
専門家は過去の関与についても近代の政策についてもほぼ同じような見解
であった。

米国 

1970年代以来、東南アジアは米国にとって重要な経済パートナーであった。
米国の企業は、累積で同地域に2040億ドルの投資資産を保持している。 

これは、対中国、日本、インドを併せた米国民間投資を超えるものである。8

米国にとって、この地域は全体として、カナダ、メキシコ、中国に次ぐ第4の 

輸出市場でもある。9 米国の政治的、戦略的な関心は、何十年にもわたり、 

一進一退を繰り返してきたが、ベトナム戦争への米国の関与が終了した 

1975年後は大幅に後退した。しかしながら、1975年以降、米国は、アジア 

太平洋地域における5つの同盟条約のうちの2つ（フィリピンおよびタイ）を同
地域で維持するなど、同地域との強力な安全保障関係を持ち続け、米国企
業は1980年代以降ますます活動の幅を広げている。

米国のワークショップ参加者は、現在の米国の地域に対するアプローチが
高度に多様化しており、広範にわたる問題分野に二国間および多国間の 

両方の関与の枠組みがあると説明した。参加者は、オバマ政権時代に
ASEANを基にした多国間の枠組みによる米国の関与が増大したと指摘し、 

ASEANの統合を推進させた全体的なアプローチは、より広範なアジア 

太平洋地域の総合的な安定に寄与したと評価した。米国の専門家は、 

ドナルド・トランプ大統領がASEANサミットに参加するかどうかはまだわか
らないと述べ、政策にはおそらく変更がなく、具体的な協力は続くだろうと
主張した。
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日本

東南アジアは、日本にとって1970年代以降重要な経済パートナーであり、中
でも貿易と投資が関係全体の中核を占めるものであった。日本のアプロー
チは、1977年に福田赳夫首相が同地域へのアプローチとして表明した3原則
の福田ドクトリンとして明記された。それは、日本は軍事的脅威とならず、 

心と心の触れ合う信頼関係を育成し、ASEANおよび加盟国との対等な 

パートナーシップを構築するというものである。10 日本の同地域における存在
感は1980年代に急激に高まり、アジアにおける経済開発のモデルとなった
が、2000年代に日本国内の景気低迷と中国の台頭と共に低下した。しかし
ながら、日本は、東南アジアにおける重要な経済パートナーであり続けてい
る。今日、日本は東南アジアに合計2000億ドル近くの海外直接投資（FDI）
資産を保有しており、日本にとって重要なエネルギー供給を含め年間約
2000億ドルの貿易を行っている。11 2011年に安倍晋三首相が政権に返り咲
いた後、日本は同地域に対する政治的および戦略的関心を劇的に増加し、 

高官の頻繁な訪問や東南アジア諸国、特にベトナムおよびフィリピンとの 

安全保障協力を行っている。12 

日本のワークショップ参加者は、現在の日本の同地域へのアプローチを、 

中国の台頭が日本の犠牲の上に行われるとの恐れから形成された、日本の
アジア全体戦略から派生したものであると述べた。その結果、東南アジアに
おける政治的および戦略的関与は、ある参加者が「中国バイアス」と呼んだ
もの、すなわち、同地域における日中間の活発な競争と特徴づけられる。13

この意味合いで、日本の政府高官は東南アジア諸国を、地域問題について
中国に対抗し、日本または米国側に立つ良いパートナーとみなしている。 

参加者は、これを多くの場合、間違った想定である可能性が高いと指摘 

した。
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中国

中国-東南アジア関係は千年にわたるものだが、中国の近代における東南ア
ジアへの本格的な関与は1990年代からと比較的新しい。それは、中国が同
地域における共産主義運動を支援していたため、数十年間、多くの東南ア
ジア諸国との二国間関係が緊張し、断絶していたためである。14 1991年以
降、中国は失われていた時間を取り戻し、現在ではフィリピンを除くすべて
の東南アジア諸国にとってASEAN非加盟国としては最大の貿易相手国とな
り、FDIが流入するようになった。15 当初は多国間関係の価値に懐疑的であ
った中国の指導部も、2000年代になると多国間外交を活発に採り入れ、今
では中国は東南アジア諸国と二国間関係でも共同体としてのASEANとも、
緊密な結びつきを享受するようになった。2010年以降、南シナ海での緊張
が中国-東南アジア関係の障害となってはいるが、中国はすべての東南アジ
ア諸国にとって不可欠な地域パートナーであり続けている。16

中国のワークショップ参加者は、現在の中国の同地域へのアプローチを、 

より包括的な関係を目指すものだと説明した。それは、中国-東南アジア関
係を単なる貿易だけでなく、投資、人と人との結びつき、安全保障協力を含
めるものにすることである。この目標を達成するため、専門家は4つの主な
ツールを指摘した。それは、政策、貿易、インフラストラクチャ、金融統合、
人と人との結びつきの調整を通して中国を同地域諸国と結びつけることを
意図した、中国の一帯一路の取り組みの一要素としてのインフラストラクチ
ャへの投資、マレーシア、タイ、インドネシアと開始したばかりの二国間軍事
訓練、習近平総書記のASEAN諸国首脳との会談などの高レベルの交流、そ
して教育およびシンクタンクの交流拡大である。17  
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東南アジアにおける米国、 
日本および中国: 
東南アジアから見た関係

ワークショップ参加者は、それぞれの東南アジア諸国およびASEAN全体
が、米国、日本、中国の関与を、力の不均衡があるにもかかわらず、一般的
にうまく管理できているとの意見で一致した。これら専門家は、3か国すべて
がASEANの中心性の原則を支持することが重要であることに同意したが、
地域では今後も主導権を維持できるか懸念があることも認めた。

参加者は、東南アジアにおける米中間および日中間の競争が同地域の国際
関係の主要要素であることに同意した。さらに、2013年以来、首脳レベルの
日米共同声明で繰り返し表明される東南アジアにおける日米同盟協力は、
別の角度から見た中国との競争と受け止められた。18

ある面では、域外の大国が援助プログラムや投資を使って地域に取り入ろう
と競い合えば、東南アジア諸国にとって買い手市場を作り出すので、この競
争は、東南アジアに有益であると意見が一致した。たとえば、日中の競争が
同地域で切実に求められているインフラストラクチャ投資を加速すること
に役立っているという点で専門家の意見がまとまった。インドネシアおよび
タイにおける注目を集めた鉄道入札に対する日中の競争は、競争関係が東
南アジアに有益であることを実証するものとしてしばしば指摘されている。

しかしながら、参加者は、東南アジア諸国が総じて地域に重要な問題 

（インフラストラクチャの接続性、武器・野生動物・麻薬・人身の売買、 

気候変動の影響への対応）に対する域外の関与を歓迎するものの、 

地域はできれば域外の大国による連携された取り組みを望んでいることに
も賛同した。
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協力可能な分野

ワークショップにおける議論およびその後の協議と分析に基づき、完全な
協力でなくとも、米国-日本-中国の政策調整が可能な4つの問題分野が浮上
した。それぞれの問題は、全当事者にとって相互に利益となる結果を生む、
東南アジア諸国が歓迎する域外大国の調整が行われる分野とみなされた。
米国、日本および中国が正式に同地域における政策調整に同意する前に、
当然、この協力が歓迎され最適な効果を生むことを確認するため、 

東南アジア諸国とのより詳細な協議が必要である。それらの分野とは、 

1) メコン川下流域イニシアティブの整合、2) ミャンマーにおける平和および
開発、3) 物理的な接続性、4) 東南アジアの海洋における環境スチュワード
シップの4つである。

メコン川下流域イニシアティブの整合

近年、中国、日本および米国はそれぞれ、メコン川下流域諸国、すなわち、 

ベトナム、ラオス、カンボジア、タイ、そして中国と日本の場合はミャンマーと
の意欲的な地域協力計画を開始した。各国の援助は、この流域には膨大な
経済的、市民社会的開発のニーズがあるため、下流域諸国から非常に歓迎
された。同地域は進展を果たしてはいるものの、気候変動による海面の 

上昇および異常気象の膨大な影響が見込まれるため、今後ニーズはますま
す増加するものと思われる。

2016年以降、中国は2016年3月の6か国との会議で開始されたLancang-Mekong 

協力枠組み（ランチャンとはメコン川の中国側の名称）によって共同体とし
てのこの流域への関与を前進させた。接続性がこの計画の中心であり、 

中国は15.4億ドルの優先的融資および100億ドルの与信枠を約束した。19 

2014年に李克強中国首相が初めて提案したこのイニシアティブは、 

オープン性、包括性およびアジア開発銀行やメコン川委員会を含む既存の
枠組みとの調整を呼びかけてきた。しかしながら、既存の米国または日本
のイニシアティブとの協調については言及がなかった。20 
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この流域への日本の関与は数十年にわたっているが、それは2015年に 

「日・メコン協力のための新東京戦略2015」によって加速された。21 3年間に
わたり援助を61億ドルに25%増加する約束を含むこの戦略は、日本政府の
キーワードとなった「質の高いインフラストラクチャ」の枠組みの中でインフ
ラストラクチャのハード面とソフト面の両方の援助を提供することを目的と
するものであり、非常に注目された。ソフト面については、この戦略には、 

災害リスクの軽減、水源管理、人材開発などの一連の問題への対応が含ま
れている。この意味で、これらの日本の貢献をより狭くハード面に注力する
と見られる中国の活動と区別することは1つの大きな作戦である。しかしな
がら新東京戦略2015は、中国との協力も明確に表明している。22

一方米国は、2009年に、ヒラリー・クリントンおよびジョン・ケリー国務大臣
の重要な優先事項となったメコン下流域イニシアティブの開始によって、 

それまで個々に進められていた援助プログラムの統合を開始した。23 米国
の援助の柱は、米国の海外援助を大規模なハードインフラストラクチャプ
ログラムから距離を置く全体的な傾向と軌を一にする、健康、教育、水管
理などの分野のプログラムによる、インフラストラクチャのソフト面であっ
た。24 流域による今後の気候変動による影響の予測を支援することは、 

特に米国の関与における重点項目であった。

米国、日本、および中国はすべて、メコン下流域の安定、繁栄、接続性に関心
を持ち、そのニーズも非常に高い中、ワークショップの参加者は、3か国が政
策と活動を調整する真剣な取り組みに関わるべきであるという意見で一致
した。3か国すべてによる大きなイニシアティブがすでに進んでいるので、 

3か国が調整を行えば、得られる機会はおそらく十分過ぎるほどであろう。

ミャンマーにおける平和および開発

ミャンマーは、世界銀行の1人当たり購買力平価GDP（国民総所得）国別ラ
ンキングで216カ国中163位と、世界で最も貧困な国の1つであり、1948年の
独立以来同国を悩ませてきた反政府活動との戦いが続いている。25 この状
況によって、ミャンマーは、同国の地理的な条件が示唆するような南アジア、
東南アジア、北東アジアとの架け橋となるより、アジアの統合・発展の中で
巨礫というべき存在であった。
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2011年のミャンマーの劇的な改革期の開始と共に、国際社会による援助お
よび投資ラッシュが始まり、同国は米国、中国および日本を始めとする国際
活動の中心地となった。もっとも日本と中国は西側諸国の活動が活発でな
かった時期にも活動していた。26 ミャンマーは国際社会の関与を心底必要と
しており、国際的な競争を管理することなどは、まったく必要ない。 

残念ながら、日中両国は相手の活動に猜疑心を募らせており、中国は米国
の意図を深く疑っている。3か国はすべてミャンマーの成功に投資しており、
同国のニーズは非常に高い中、ワークショップの参加者の間では、3か国の
協力を強化して援助と投資効果を最大化し、相互の猜疑心を抑えるべきだ
と意見が一致した。

物理的な接続性

東南アジアは、今後数十年間で経済的な潜在力を発揮するために数兆ドル
のインフラストラクチャ投資を必要としている。27 このギャップを埋め始め
るためにも、中国、日本および米国などの域外の大国による投資が必要不
可欠である。そして、これら3か国はすでに、中国は、二国間協定およびその
開発銀行を通して、日本は二国間協定とアジア開発銀行を通して、そして米
国は民間企業と世界銀行を通してそれぞれ活発に関与している。ニーズが
あまりにも際立っているため、ワークショップの参加者は、物理的な接続性
を高めるための国の取り組みにおけるより大きなシナジーが政策調整の 

最大の優先事項であるべきだと意見が一致した。

参加者は、域外の大国が共有する関心が物理的な接続性の取り組みに集ま
るであろことに同意した。それは、分析のすべてのレベル、すなわち、東南ア
ジア諸国連合、流域、各国レベルで示された。具体的に、参加者は電力網イ
ンフラストラクチャ、発電、規格の整合性を考えられるシナジー分野として
強調した。東南アジアの多くの国が、今後数十年間でエネルギーの輸入国
から輸出国に転じることを目指す中、電力網の接続と調整はその目的を達
成するための鍵となる。電力へのアクセスの改善および安定した電力供給
も、波及効果をもたらし、成長する輸出国のエネルギー需要を満たし、貧困
の軽減などの開発目標に寄与する。総合的に、政治の状況および現在の 

傾向から見て、この分野も最も達成可能な分野の1つとみなされた。
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東南アジアの海洋における環境スチュワードシップ 

東南アジアおよび世界の食料安全保障および生活にとって、この地域の海
洋健全性は非常に重要となっているが、米国、日本および中国はそれぞれ、
東南アジアの海洋水域において、科学に基づいた環境スチュワードシップに
ついて積極的な役割を担うことができる。各国政府が公衆衛生および環境
に関して開発の影響を緩和することにおいて苦闘する中、国内の環境衛生
への認識と懸念も高まっている。活動が何らかの領海権を示唆するもので
ない限り、環境保護問題について競争的になる理由はないので、この分野
における協力は、3か国にとって地域の課題の解決を支援し、相互の共有利
益を大幅に高めるものとしての政策調整のもう1つの優れた機会となる。

多様な国益が、持続可能な海洋資源の管理、科学研究における多国間の協
力、漁場の健全性と管理、沿岸の生態系の復元および気候変動に対する強
靭性、海洋のプラスチック汚染を軽減するためのしっかりとした廃棄物管
理、グリーン港湾インフラストラクチャの導入など、さまざまな問題に集中
するので、これらすべては協力により生産的で相互に利益が生まれる分野で
ある。28 米国および中国はすでに、米中グリーン港湾および船舶イニシアテ
ィブなどこれらの問題のいくつかについて協力的な二国間の取り組みに関
与しており、海洋管理に関する米中二国間協力の展開は、特に多国間イニシ
アティブの拡大への道筋として有力である。29 
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結論

東南アジアにおける中国、日本および米国の関与には明らかに競争的な要
素が見られるため、同地域で政策調整や協力を行うには、大きな発想の転
換が必要である。実際、現在の状況では本音での生産的な3国間の対話が
行われる可能性は少なく、協議はトラック2またはトラック1.5レベルの外交
から上記で概述した概念をひもとくことから始めなければならない可能性
が高い。しかしながら、同地域のニーズは非常に高く、ASEANの成功は各国
の国益にかなうことが明白なので、より優れた対話が必要である。多くの 

東南アジア諸国が、域外の大国間の敵対意識に懸念を抱いており、競争の
激化に巻き込まれることを恐れる中、協力の概念または少なくとも利益が共
通する非戦略的な事項についての政策調整を浮上させることは、東南アジ
アにおける3か国すべての利益にもなるに違いない。域外の大国を利益が
交差する領域に誘導する義務は最終的に東南アジア諸国にあるが、3国間
および東南アジア諸国との対話は、双方とも、予想もしなかった有益な成果
になる可能性が高い。
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